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1 ． はじめに

日本の海外製造業投資は昭和26年（1951）から始まり，当初とるに足らないほどの金額で

あったものが，昭和38年（1963）度の1億3000万ドルから昭和54年(1979)度には50億ドル

へと大きく増加した。そして， 1980年代に入り新しい様相を呈しはじめた。それまでは主に

東南アジアなどの発展途上国に向けて実行されていた製造業投資が， この頃からアメリカな

どの先進諸国に向けて展開されるようになったのがそれである。この傾向は1985年後半の急

激な円高の進行とその定着によりさらに顕著となった。こうしたことはわが国自動車企業に

おいて極めて特徴的な流れとして現れ始めた。

わが国自動車企業による海外直接投資の歴史は1960年以前にタイにおいて組み立て生産が

開始された頃に遡る。昭和35年（1960）前後にブラジル， メキシコにおいて組み立て生産が

開始され， その後， オーストラリア， インドネシア， スペインなどにおいても組み立て生産

が開始されるなど，比較的古い歴史を有している(1)。当時の海外直接投資の特徴は， いわゆ

る発展途上国に対するものがその主流であり， そこに立地した製造拠点も上記のとおり組み

立て生産に従事するものがほとんどであった。それらはいわゆるKD(knockdown)生産

と呼ばれる拠点が大部分であった(2)。その後，わが国自動車企業による海外直接投資の規模

や件数は増加していったものの， その主流は発展途上国に対する輸出補完的なKD拠点の域

をでるものではなかった。 しかし， 1980年前後から，わが国自動車企業にして， アメリカへ

進出し， そこにおいて自動車の現地生産に乗り出すものが相次ぎ， わが国自動車企業の海外

進出は新たな発展段階に入ったといえる。

ところでトヨタ自動車は，北米における累計生産台数が1千万台に到達したことを発表し

た。これはトヨタがGMとの合弁のNUMMIで乗用車を生産し始めてから約16年での快挙
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である。 トヨタの北米における自動車の年間生産台数は約109万台(2001年）で, 86年当時

の約78倍になっているという。さらに2004年には北米での生産能力を年間145万台に引き上

げる計画もあり， その動向には注目せざるを得ない。本稿の目的は， わが国自動車企業が，

この上述の時期にアメリカ進出を何故決意し， そしてそれをどのように実行したのか， そし

てそこにはどのような解決すべき課題や問題が存在したのか， についてトヨタのアメリカ進

出を事例に取り上げて解明しようとするものである。

I アメリカへの進出の経緯

昭和48年（1973）の第1次石油危機，昭和54年（1979）年の第2次石油危機を経験し，世

界経済は不況の局面を迎えた。とりわけこの石油危機に端を発した不況は，世界の自動車市

場において，少しでも燃費の良い小型車が俄然消費者の注目を集めはじめるきっかけをつく

りだすこととなり，需要が小型車に集中し始めるという現象が起きた(3)。こうしたことは従

来の自動車市場での需要を急速に変化させ，小型車に需要が大きく偏るという傾向を作りだ

した。こうしたことはそれまでの大型・中型車はアメリカ製小型車は日本・ヨーロッパ製

という世界の自動車生産の分業体制を根底から揺り動かすことになった。このような事態を

契機にアメリカ自動車企業においても小型車生産に乗り出すものが相次ぎ， アメリカ， 日本，

ヨーロッパの各自動車企業が小型車分野で激しく競い合う時代へと突入していった(4)。

こうした中で，従来から小型車生産において優位性を持つ日本の自動車企業各社は， こぞっ

て世界市場とりわけアメリカ市場に向けた自動車輸出を増加させた。アメリカ自動車企業も

小型車の開発・生産にシフトを試みたもののそれに手間取り， その間隙をついて日本製の小

型車は瞬く間にアメリカ市場を席巻しはじめた。伝統的に大型・中型車の生産を得意として

きたアメリカ自動車企業には「大型車は利益も大，小型車は利益も小」という固定観念が支

配的であったために， 自動車生産に占める小型車のウェイトは極めて小さいものであった(5)。

石油危機により，予想以上に大型車離れが進んだアメリカ自動車市場では，輸入日本車の販

売は好調に推移した。こうした世界市場， とりわけアメリカ市場への好調な輸出に支えられ

た日本の自動車企業各社の生産台数は軒並み増加し，昭和56年（1981）にはアメリカ自動車

企業の生産台数を凌駕し， 日本を世界一位の自動車生産国へと躍進させた。

しかしながら， こうした世界市場への自動車の供給の急増は， アメリカ， ヨーロッパ諸国

との間において深刻な自動車貿易摩擦を引き起こすことになった。

日本側の対応

アメリカ自動車市場では折りからの景気後退による自動車需要の低迷と， 日本からの輸入

車の急増により， アメリカ・ビッグ・スリー(GM社． フォード社クライスラー社）の自

動車企業各社は深刻な販売不振に直面した。 3社ともに業績が急速に悪化し，経営危機が表

面化した。大量のレイ・オフが実施され，社会問題となった。アメリカ議会内においても日

本車の輸入規制止むなしとの声が日増しに強くなっていったが，時のレーガン政権は自由貿

易堅持の立場をとり事態は膠着状態となった。また一方で， アメリカの自動車業界，労働組
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合(UAW)から日本自動車企業のアメリカへの工場進出を望む声も出始めた。 このような

情況の中で， この自動車貿易摩擦は日米間の経済問題から政治問題へと発展する様相を呈し

始めた。 この緊迫した事態の中で， 日本の自動車企業各社は， アメリカ進出に対しては， ア

メリカ国内の高賃金水準の状態， 日本とは違う労使関係への懸念， アメリカ自動車企業から

の反撃の可能性など，様々考慮し進出に対しては消極的な態度に終始していた。そうしてい

る間にも， 日米自動車貿易摩擦は深刻さを増し， 日本政府は対米自動車輸出台数の自主規制

という政治的決着に向けた政策の検討に入り, IIHfl]56年(1981)対米自動車輸出台数の自主

規制を実施するとの発表をなし， 同年から向こう3年間につき，年間168万台を上限とする

輸出枠設定を正式に表明した(6)。 これにより両国間の自動車貿易摩擦は一応の決着が図られ

ることとなった。

日本自動車企業の対応

自主規制に伴い輸出台数を制限された自動車企業各社は， それまでの完成車輸出に重点を

おく戦略の見なおしを余儀なくされた。各社は海外現地生産の展開，技術供与,販売提携と

いった海外自動車企業との提携により一定の市場の確保を図るという政策への転換を迫られ

た。日米間でのこのような事態の展開に対して本[]]技研はいち早く昭和55年(1980) 1月に

アメリカで乗用車生産のための工場を建設すると発表した(7)。 日産も同年4月には， 昭和58

年（1983）稼動予定の小型トラックの組み立て工場を建設すると表明するなど， アメリカ進

出を相次いで公表した(8)。 こうした状況の中でトヨタにとってもアメリカ進出をすべきかど

うかが緊急の課題となった(9)O

トヨタの姿勢と提携の経緯

トヨタはアメリカ進出の可能性についてフィージビリ ・スタディーを昭和55年(1980) 4

月に実施した。その内容は， アメリカ国内での生産開始については品質，生産性，労使関係

の3点について特に企業努力が必要との指摘がなされ， アメリカへ進出し，工場を操業する

ことについての有利な点は見出されなかった。当然のことながらトヨタにとってこの研究結

果は直ちにアメリカ進出を決断させるものとはならなかった。 しかしトヨタ側の姿勢とは逆

にアメリカ各州から熱心な工場誘致の申しこみが相次いで寄せられた。 こうした中で一時期

トヨタはフォードとの提携を模索したが，結局実を結ぶことなく終わった。フォードとの提

携話が不成立に終わった後に, GM社から提携についての打診が入った。当時GM社は小型

車開発に重点をおいていたが， それら開発された小型車はいずれも成功を収めることなく

終わっていた(10)O小型車開発に行き詰まりを感じていたGM社にとって， 日本において小型

車生産に優位性を持つトヨタと提携することは合理的な選択だったといえる。

トヨタと提携することによりGM社は小型車生産についてノウハウを吸収できる機会を得，

一方， トヨタにとってもアメリカ国内での自動車生産についてノウハウを吸収できるまたと

ない機会となると判断した。それはトヨタが仮に単独で進出するよりもGM社と提携するこ

とにより現地生産のリスクを軽減できるとする予測とともに， アメリカ国内での自動車現地

生産の経験を獲得できるという展望があった。
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GM社との提携交渉の中で，両社折半による合弁会社を設立し, GM社の所有する遊休自

動車工場を利用し，昭和59年(1984)秋からカローラクラスの小型乗用車を年間20～40万台

の規模で生産したいという提案がGM社より成された。豊田英二社長（当時）は，社内には

慎重な対応を望む声も存在したが, GMスミス会長の熱意に動かされ提携実現に向けて社内

統一を図っていった。 トヨタとGMの提携交渉はGM社の遊休工場であるカリフォルニア州

に所在するフリーモントエ場の評価額を巡って難航した。 しかし, GM側の譲歩という形で

決着が図られ，昭和58年（1983） 2月15日に合意に達した旨発表された('1)。

両社の提携合意によりアメリカでの合弁生産の実現に向けて大きく一歩を踏み出したが，

そこには解決しなければならない課題がいくつかあった。一つは, FTC(アメリカ連邦取

引委員会）の認可を受けること， もう一つは， アメリカ現地での労務面での問題などであっ

た。第1の課題であるFTCの認可については， 日米両国のトップ自動車企業|司士の合弁生

産ということで， 同委員会からその影響の大きさに対する懸念が示された。 しかし， これに

ついては合弁生産について期限を設け，合弁発足後12年間をもって一応解消するという条件

付きで昭和59年（1984） 4月に正式に認可された。一方，労務問題については，交渉役が調

整し，昭和58年（1983） 9月にUAW(全米自動車労組） との間で趣意覚書(Letterof

Intent)の調印に至った(12)O趣意覚書は次のことを取り決めていた。第1 .従業員の採用に

ついてはできる限り元フリーモントエ場に勤務していた従業員を再雇用すること，第2・相

互の信頼と尊重を基本とする労使関係の構築，第3， トヨタ生産方式を採用し， チームワー

クを重視する生産体制をとる，第4・賃金水準や労働慣行はアメリカの自動車産業に倣うこ

とを基本とする， ことなどであった。上述の内容については， トヨタ側の意向が十分に反映

されるものとなった。特に，労使関係については信頼関係の重視，労使協調体制による効率

的な生産体制の実現などであった。

Ⅱ合弁生産について

GMとの合弁生産を具体化する新会社としてNUMMIが設立された。 これは, New

UnitedMotorManufacturinglnc.の頭文字をとったものである。経営陣には，社長に豊

田達郎（トヨタ自動車常務，当時),gl1社長には東（同取締役，当時）が就任した｡NUMMI

はトヨタ高岡工場('3)をモデルエ場として立ち上げることになっていたので, GM社のスミ

ス会長が見学のために来日した。スミス会長は， トヨタとGMは世界的な競争相手としなが

らも，合弁事業の経営により協調していけることが証明されたと述べ， この合弁事業の意義

を強調した。

旧GMフリーモントエ場では生産開始に向けて準備に入った。新たにプレスエ場を組み立

て工場の隣接地に増築した。 これは従来部品センターから車体の鉄板の供給を受けていたた

め， 自前のプレス設備がなかったためである。 この合弁では特に組立てラインについて工夫

が凝らされた。従来一本の長大なラインが敷設されていたものを， いくつかに短く分割した

ことがそれである。 これは従来の長大なラインに不具合が発生した場合にその場所を停止す

るとライン全体が停止してしまうことを避ける工夫であり，工程内で不具合が発生してもう
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イン全体に影響が及ばないようにしたのである。 またラインについては， トヨタ生産方

式(14)の「ライン･ストップを恐れるな」という考えに沿い, | l本国内の工場と同様に作業者

にライン停止の判断を委ねた｡ l司生産方式を導入した生産現場では「目で見る管理」が徹底

されている。そこにはラインの不具合が一目で判断できるよう 「ライン・ストップ表示板」

(通称アンドン）が設置されている。 これは生産工程での異常を徹底して排除するにはライ

ン停止を恐れてはならないという上述の考えがそこある。 トヨタ生産方式の導入については

｢日系自動車企業としての比較優位を現地において実現するためには， 日本で開発されたソ

フトの管理方式をハードの設備とともに適応する必要がある。つまり高い品質と効率を実現

する日本的な人的資源管理方式と生産管理方式を適用したことである｡」と評されている。

この方式がこの合弁生産に導入され著しい効果が生じたという。それらの代表的な事例は，

工場の生産効率の大幅な改善と従業員の欠勤率の改善である。労働牛産性は約50％向上し，

欠勤率は旧GM工場当時の20%から3%へと大幅に改善された。全米で最悪の工場とまで言

われた|司工場が， いまや全米で最高の効率を誇る工場へと奇跡の再生を遂げたのである。

アメリカ進出の影響

トヨタのアメリカ進出に伴い関連の部品メーカーにもその影響が及んだ。 トヨタのアメリ

カへの進出の決定を受け， トヨタ・グループ°各社や国内仕入先にも少なからず影響を与えた。

トヨタ・グループの主力企業である日本電装，豊、合成， アイシン精機等（いずれも当時の

名称）がアメリカ進出をした。 このようにトヨタ・グループの有力企業が相次いでトヨタに

追随してアメリカ進出を展開したことがそれである。 これはトヨタがアメリカで現地生産を

展開する上でローカル・コンテンツ法に定める現地調達率の基準を達成する目的ばかりではな

く, J.I.T・や「かんばん方式」に代表されるトヨタ生産方式を現地に導入するためになくて

はならない条件だったからである。ちなみに日本電装は1988年6月にミシガン州でカー・エ

アコンの部品生産を開始し,SH1合成は88年5j1にインディアナ州でボディー用プレス部品

などの樹脂製品の生産に入っている。また, NUMMI発足当時において重要な課題とされた

労使の相互信頼,チーム・ワークの精神といった日本的経営の基礎となるものについては，

オープン・オフィースの採用，社長以下全従業員が利用する食堂や駐車場などに具現化され

た。 このようにNUMMIはチーム・ワークの良さを重要視している。

Ⅲケンタッキー州への単独進出について

進出の経緯

トヨタはNUMMIでの合弁生産を軌道に乗せアメリカでの現地生産についてのノウハウを

着実に蓄積していた。一方で， トヨタに先行してアメリカで単独現州1牛産を開始していた本

田技研や日産の動向にも注目していた。 トヨタはNUMMIでの合弁生産が111頁調に推移しては

いたものの， 日本国内での強力な販売力を背景にどちらかといえば本田技研や日産に比べ大

きなリスクを取ってまでアメリカで単独現地生産の開始を企てようとはしていなかった。

しかし， 1985年上期(1月～6月）のアメリカ国内の自動車｢|i場での販売実績において， 卜
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ヨタは本田技研に販売台数でわずかではあるが水をあけられてしまった。加えて， 日産が85

年4月からセントラ （日本名サニー, 1.6リッター）の本格的な生産を開始しており， さらに

アメリカ市場における販売シェアーの後退が予想された。本田技研や日産のアメリカ現地生

産が両社の同国自動車市場における販売シェアーの拡大に大いに貢献したことを学んだトヨ

タは，単独現地生産についてのそれまでの慎重な態度を改め， アメリカ市場で高い評価を得

つつあったカムリ （中型車）の現地生産を模索し始めた｡

これは昭和62年（1987）のアメリカ自動車市場において， カムリが'8万7千台， カローラ

1，万9千台という販売実績が報告され，全販売台数の62万9千台の3割近くをカムリが占め

ていたことによるものであった(15)。カムリは1983年に対米輸出品目に加えられてから急速に

輸出台数が増加し，高い評価を得ていたことがカムリが現地生産車種に選定された理由で

あった。次に新工場の立地について調査が開始された。 トヨタは次の条件を満たす候補地

を選定するために入念なフィージビリ ．スタディーを実施した｡ l . トヨタの全米自動車販

売マーケティング面で中西部(MidWest)地区が比較的手薄であったため， その強化策と

して同地区もしくは隣接地区が望ましいこと， 2．デトロイトを中心としたアメリカ自動車

部品産業集積地に近い立地であること， 3．生産された車両の配送上，東西あるいは南北に

極端に片寄っていないこと， 4．近郊に労働力の供給源があること， 5．進出企業に対する州

政府の優遇措置などの姿勢， 6.土地の人手条件， 7．気候の良さ等々である(16)O これら条件

について各役員が候補地を廻り,現地の情況を確認しつつ立地選定作業が進められた。その

結果，昭和60年(1985) 12月にケンタッキー州スコット郡ジョージタウンが新工場の立地と

して選定され，現地での発表となった。 ジョージタウンは中西部の工業地帯のようにインフ

ラストラクチャーの集積度が高い地域ではないが， アメリカの物流動脈といわれるインター

ステートハイウエー75 (InterstateHighWayRoute75)にほど近く’ また州政府から優

遇措置も期待でき， さらに質の良い労働力も得られるという見とおしに基づいて立地選定が

なされた(17)O

昭和6,年(1986) 1月23日にToyotaMotorManufacturing,U.S.A(以下, TMM)が設

立され，社長に楠兼敬が就任した。初期資本金は5億USドルで，現地の税制や今後の運営

方針を判断し， 出資比率は米国トヨタ80%, トヨタ20%と決定した。ここでの米国トヨタの

TMMへの出資金については， それまでの25年に及ぶアメリカ国内での販売利益が再投資さ

れたものである。同年8月に工場施設建設着工に必要なEPA (Environmental

Protection Agency :環境保護庁）の認可が下り，工場施設の建設が始まった(18)O昭和63

年(1988) 5月26日から乗用車の生産が開始され, 品質確認第'号車のラインオフ （生産ラ

インから走り出すこと）式が行われた(I9)0

操業当初のTMMについて

操業当初におけるTMMの工場，製品，経営理念，人事などの諸点について概観する。

TMMの工場は乗用車組立工場を中心にして， それに隣接するパワー． トレインエ場などか

ら構成されている。そこにおいてカムリ4ドアー･セダンの生産が始まった｡TMMのモデ

ルエ場となったのは日本国内でカムリを生産しているトヨタの堤工場である。
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TMMは操業を始めるにあたり経営理念として次のようなことを掲げた。 l .アメリカに

おいて，顧客第一に徹し，品質ナンバー・ワンの乗用車を生産する， 2．地元採用の従業員

の生活の質の向上と地元経済へ貢献する, 3.TMMの安定的発展を通じて雇用の安定と従

業員の福利厚生の促進，充実を図る， 4．現地との融和を図ったトヨタ生産方式の確立を目

指すなどである。 こういった理念は， トヨタ創業の精神である「顧客第一主義｣， 「時流に先

んじた研究と創造｣， 「社会への貢献」のもつ普遍性に， さらにTMMの現地採用従業員や地

域社会の理解と協力を得るために， アメリカ社会との融和に特別の配慮を加えたものと理解

できる。

人事面についてみると, NUMMIがGMの元従業員を優先的に採用していったのと比べ

大きな違いがある。最大の違いはTMMの従業員の大多数(82%)が自動車製造ないしは自

動車産業には経験を過去において有していない点だ。従業員の採用については, TMMは同

社への採用希望者に対して広く門戸を開放するという方針をとっていることだ。採用状況に

ついてみると， ワーカーについてはケンタッキー州の人々を優先的に採用するという現地の

人材の積極的活用という面を挙げることができる。一方， マネージャークラスについては，

アメリカ全土を対象に採用活動を展開した。採用については，雇用機会均等法の精神に拠り，

国籍，人種，年齢，性別，宗教など様々な点で差別的扱いが起こらないように十分に配盧を

加えた採用活動を展開した。 こうして採用された従業員は， グループ･リーダー， チーム・リー

ダー中心に管理者や技術者も含めトヨタの堤工場に派遣され研修が施された。同工場におけ

る研修内容は， トヨタ生産方式の基礎的知識の習得と作業実習が中心となった。 日本への派

遣人員は約300名で, NUMMIの時よりも若干多い数となった。

採用された従業員の管理については，労使間における良好な関係の構築が課題とされた。

それを実現するための施策方針として次のような点を重要視する内容が盛り込まれた｡ l .現地

アメリカ人の積極的登用， 2．NUMMIで得たノウハウをTMMに導入し， アメリカに対

応したトヨタ生産方式を進める， 3．従業員代表との懇談会の実施などであった。以上か

らも|明らかなように, TMMではアメリカ人の採用と登用を積極的にIXIっており， ヒトの現

地化を推し進める政策を明確に打ち出している。近年の在米日系企業では，一般的にロワー・

マネジメントやミドル･マネジメントのレベルでのヒトの現地化はある程度進んでいるが，

トップ･マネジメントのレベルは今後の課題とされている。 しかし, TMMは当初から副社

長にウォーレン(AlexM.WarrenJr.)を就任させるなど， トップ･マネジメントの現地化

を図っている(釦)。

おわりに

以上， トヨタのGMとの合弁によるNUMMIとケンタッキー州での単独現地生産である

TMMについて取り上げ， アメリカ進出に至る経緯や操業当初の様子について素描した。

ここでトヨタの対米自動車市場進出をいま一度振りかえりながら， その中において有する自

動車現地生産に意義およびそれを可能にした条件などを確認し，本稿の結びにかえること

にしたい。
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トヨタの対米進出の歴史は， 1950年に開始された自動車輸出に始まる(21)O昭和32年

(1957）には米国トヨタ (ToyotaMotorSalesU.S.AInc. :カリフォルニア州）が設立され，

輸出販売促進の役割を担った｡ 60年代以降，新車の投入などが奏功し対米自動車輸出は好調

に推移した。ちなみに昭和35年(1960)にはトヨタの全輸出台数のうち，北米地域には全体

の7.9％（6,397台）を輸出していたに過ぎなかったが， 45年(1970)には50.9%(481,000

台）に大きく伸張し，輸出先の重点が北米地域へ移ったことを示した。また2度にわたる石

油危機を契機にさらに対米輸出， なかでも小型車の輸出が急進した。その結果，周知のよう

に日米自動車貿易摩擦を引き起こしたことは記憶に新しいところである。昭和56年(1981)

の輸出自主規制の実施， およびその継続により対米自動車輸出は抑制された。日本のトヨタ

をはじめとする自動車企業各社は従来のような輸出依存の戦略からの転換を余儀なくされ，

海外現地生産の展開を図った･ さらに昭和60年(1985)秋頃からの急激な円高の進行と定着

はこの流れを加速した。 こうした流れの中で日本の自動車企業のひとつ本田技研はアメリカ．

オハイオ州にて昭和57年(1982)から乗用車の生産を開始， また日産は昭和60年同じくアメ

リカ国内で乗用車の生産を開始するなど，相次いで同国での現地生産を本格化した。 トヨタ

もGMと合弁で小型車のノバを生産し始めた。 これは対米自動車輸出における摩擦回避を目

的とした小型車の輸出代替としての性格を有していた。 さらにNUMMIでの経験を踏まえ

単独でケンタッキー州において中型車のカムリを生産開始した。 これはトヨタにとっては中

型車の輸出代替と位置付けられよう。

トヨタはGMとの合弁のNUMMIさらには単独でケンタッキー州にて現地生産を開始し

たが， これは決して容易なことではない。日本とアメリカという地理的に遠く離れ，文化的

にも異なっている海外において自動車製造などの生産活動を行おうとすればS.H.ハイマー

､C.P.キンドルバーガーが述べているように現地競争企業には生じない特別のコスト，

"costsofoperatingatadistance"が生じてくる。 このコストを償って余りある優位性

を有してのアメリカ現地生産でなければ，早晩このコスト負担のない現地競争自動車企業に

よって追い出されてしまう(22)。ではトヨタはこの優位性をどこに見出したのであろうか。

それは言うまでもなく トヨタが長年にわたり培ってきたトヨタ生産方式に他ならない。 この

生産方式をNUMMIに導入し，従来に比較してはるかに高い生産性を達成した。ケンタッ

キー州での単独生産については， トヨタ堤工場をモデルエ場にして新工場を建設し， 各所

にトヨタ生産方式を導入し， ハイレベルの品質および生産性を実現しようとしている。

NUMMIとTMMはひとまずl1頂調なスタートを切った。そして既述のように目覚しい成果

をあげている。さらに今後の動静に注lヨしたいところである。
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